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前回定例会（令和３年１月２０日）以降の主な動き 

 
令 和 ３ 年 ２ 月 ３ 日  
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

１．エネルギー政策全般 

 

○第３６回 総合資源エネルギー調査会／基本政策分科会【１月２７日開催】 

・第３６回は、今冬の電力需給及び市場価格の動向等について議論。 

  ※配付資料は下記 URLで公開しています。 

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subco

mmittee/036/ 

  ※資料の一部は当事務所でも閲覧できます。 

 

○エネ庁ホームページ＜スペシャルコンテンツ＞ 

（１）脱炭素化社会に向けて世界が集結！東京ビヨンド・ゼロ・ウイーク開催（後

編）【１月２２日公開】 

（２）アンモニアが“燃料”になる？！（後編）～カーボンフリーのアンモニア

火力発電【１月２９日公開】 

 

※スペシャルコンテンツ 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ 

  （当事務所でも紙媒体で配布しています） 

 

●資源エネルギー庁メールマガジン（配信登録） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/ 

 

●統計ポータルサイト（エネルギーに関する分析用データ） 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/ 

 

  

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/036/
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/036/
https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/
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２．電気事業関連 

 

○第４６回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／制度検討作業部会【１月２５日ＯＬ開催】 

 （注）ＯＬ開催：オンライン開催（以下同じ） 

・電力システム改革の目的（①安定供給の確保、②電気料金の最大限の抑

制、③事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大）達成に向けて、各

制度の実効性を高めるため、実務的な観点を十分に踏まえるべく、幅広

い関係者に意見を求めつつ、詳細制度の検討を行う。 

・第４６回は、容量市場について議論。 

 

○第５回 ２０５０年に向けたガス事業の在り方研究会【１月２８日開催】 

・ガス事業の環境適合、安定供給、経済効率（３Ｅ）の観点から、国内外

の最新の知見を収集して多角的に検討を行うことを目的とする。 

・第５回は、日本ガス協会等からの説明、安定供給継続・事業継続に向け

て経営基盤の強化等について議論。 

 

○第４回 次世代スマートメーター制度検討会【１月２８日ＯＬ開催】 

・現行のスマートメーターは、２０１４年から本格導入が開始されてお

り、スマートメーターの検定期間が１０年であり、２０２４年度から順

次新たなメーターへの交換が始まる予定であることから、電力やその周

辺ビジネスの将来像を踏まえた新仕様について検討を行う。 

・第４回は、次世代スマートメーターのニーズ及び関連技術動向等につい

て議論。 

 

 

３．新エネ・省エネ関連 

 

○第１回 エネルギー小売り事業者の省エネガイドライン検討会【１月２１日

ＯＬ開催】 

・一般消費者が省エネに取り組むに当たっての効果的な情報について検討

を進めるとともに、エネルギー小売事業者の取組を評価方法などについ

て検討を行う。 

・第１回は、エネルギー小売業者による情報提供制度の現状と課題につい

て議論。 
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○第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会【２月２日ＯＬ開催】 

・定置用蓄電システムの国内の事業環境や市場動向を調査し、中長期的な

導入拡大に向けた阻害要因を明らかにするとともに、諸外国の施策や市

場環境整備等の取組を参考に、我が国における定置用蓄電システムの具

体的な施策を検討する。 

・第４回は、結果とりまとめ等について議論。 

 

○第３回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

省エネルギー小委員会／工場等判断基準ワーキンググループ【２月３日ＯＬ

開】 

・省エネの更なる促進に向けたベンチマーク制度の在り方等について検

討。 

・第３回は、ベンチマーク制度の見直しに向けた個別論点、中間取りまと

め（案）について議論。 

 

 

４．その他 

 

○第１６回東北地域エネルギー・温暖化対策推進会議【１月２５日開催】 

・国における取り組みについて 

・地方公共団体及び関係団体等からの情報提供 

 

○第１７回九州地域エネルギー・温暖化対策推進会議【１月２６日開催】 

・国からの情報提供 

・事例紹介 

・意見交換等 

 

○第１５回北海道地域エネルギー・温暖化対策推進会議【１月２７日開催】 

・国からの情報提供 

・構成機関からの情報提供等 

 

 

●経済産業省 新型コロナウイルス関連支援策（随時更新） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html 

 

 

 

（以上） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html

